
備　考

事業主体 備考 事業主体 備考

（略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略）

事業主体 備考 事業主体 備考

（略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略）（略） （略）（略） （略）

59-61頁　（３）計画 59-61頁　（３）計画

持続的発展施策区分

下呂市

下呂交流会館アリーナ移動式バス
ケットゴール購入費

下呂市

下呂市
A=1,824㎡ A=1,824㎡

下呂交流会館管理運営費臨時

その他 その他
事業内容の追加

（３）集会施
設、体育施設等

（３）集会施
設、体育施設等

（略） （略）

下呂交流会館　アリーナ床面修繕工事 下呂交流会館　アリーナ床面修繕工事

事業名（施設名） 事業内容 持続的発展施策区分 事業名（施設名） 事業内容

（略） （略） （略） （略）

（略）

４　交通施設の
整備、交通手段
の確保

下呂市和川12号線道路改良事業

道路改良L=1,200ｍ　W=7.0m

社会資本整備総合交付金事業

羽根中央線道路改良事業

下呂市

下呂市

道路

（略）

道路

（略）

持続的発展施策区分 事業名（施設名） 事業内容

（１）市町村道

（略）

社会資本整備総合交付金事業

４　交通施設の
整備、交通手段
の確保

（略）

事業名（施設名） 事業内容

（１）市町村道

（略）

社会資本整備総合交付金事業

和川12号線道路改良事業

道路改良L=600ｍ　W=5.0m

道路改良L=1,200ｍ　W=7.0m

下呂市過疎地域持続的発展計画　新旧対照表

変更後 変更前

35-36頁　（３）計画 35-36頁　（３）計画

事業内容の追加

持続的発展施策区分

８　教育の振興 ８　教育の振興（略） （略） （略） （略）



備　考変更後 変更前

事業主体 備考 事業主体 備考

（略） （略） （略） （略）

事業内容の追加

１２　その他地
域の持続的発展
に関し必要な事
項

（略） １２　その他地
域の持続的発展
に関し必要な事
項

（略）

特定外来生物防除事業 特定外来生物防除事業

下呂市

公共施設の改修・整備や解体撤去
に必要な経費の財源に充当するた
め、基金を積み立てる

下呂市

市内で生育確認されているオオキ
ンケイギク、オオハンゴンソウ、
アレチウリの３種類の外来種植物
について近年事業実績を基に防除
作業及び市民協働による防除を図
る為の周知啓発

市内で生育確認されているオオキ
ンケイギク、オオハンゴンソウ、
アレチウリの３種類の外来種植物
について近年事業実績を基に防除
作業及び市民協働による防除を図
る為の周知啓発

下呂市

公共事業基金積立事業

69-70頁　（３）計画 69-70頁　（３）計画

持続的発展施策区分 事業名（施設名） 事業内容 持続的発展施策区分 事業名（施設名） 事業内容

67-68頁　（１）現況と問題点　③財政運営 67-68頁　（１）現況と問題点　③財政運営

　本市の歳入において、市税の割合は約17％を占め、高い徴収率は維持しているものの
人口減少や新型コロナウイルス感染症の影響により今後も減収は避けられない状況で
す。また、歳入の約35％を占め、財源依存が高い地方交付税も、今後の人口の自然減、
社会減の双方の要因により減額が予測されます。
　近年では、激甚化・頻発化する豪雨災害に対する復旧に多額の財政調整基金を取り崩
しており、今後も同様の対応を余儀なくされることが想定されます。
 さらには、少子高齢化に対応するための社会保障の充実や老朽化する公共施設の長寿命
化改修・整備や解体撤去、社会インフラ整備などの行政サービスを堅持するための経費
の増大も予測されます。
　今後は限りある財源の中で、最小の経費で最大の効果があげられるよう、将来世代と
の公平性や負担も考慮した事業の選択と集中による分野横断的な施策を展開し、持続可
能な行財政運営を進めつつ、新たな財源確保への探求と自主財源の確実な確保に努める
必要があります。

　本市の歳入において、市税の割合は約17％を占め、高い徴収率は維持しているものの
人口減少や新型コロナウイルス感染症の影響により今後も減収は避けられない状況で
す。また、歳入の約35％を占め、財源依存が高い地方交付税も、今後の人口の自然減、
社会減の双方の要因により減額が予測されます。
　近年では、激甚化・頻発化する豪雨災害に対する復旧に多額の財政調整基金を取り崩
しており、今後も同様の対応を余儀なくされることが想定されます。
 さらには、少子高齢化に対応するための社会保障の充実や老朽化する公共施設の長寿命
化改修、社会インフラ整備などの行政サービスを堅持するための経費の増大も予測され
ます。
　今後は限りある財源の中で、最小の経費で最大の効果があげられるよう、将来世代と
の公平性や負担も考慮した事業の選択と集中による分野横断的な施策を展開し、持続可
能な行財政運営を進めつつ、新たな財源確保への探求と自主財源の確実な確保に努める
必要があります。

本文の追加


